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第１章 始めに 

新型インフルエンザ等の感染拡大を止めることは困難であるが，健康被害を最小限

にとどめるとともに，市民生活・経済への影響を最小化することを目的として，適切

な医療の提供と並んで，その流行のピークをできるだけ遅らせ，またそのピーク時の

患者数等を小さくし，治療を要する患者数を医療提供能力の範囲内に抑制するための，

まん延防止対策を講じることが重要である。なお，有効な治療薬がない場合や，予防

接種が実施されるまでの間は，公衆衛生学的観点から実施するまん延防止対策は特に

重要な施策である。 

本ガイドラインは，県内での患者の発生増加が大きな課題となる県内発生早期及び 

県内感染期におけるまん延防止対策を示す。 

なお，まん延防止対策には，個人の行動を制限する面や，対策そのものが社会・経 

 済活動に影響を与える面もあることを踏まえ，対策の効果と影響とを総合的に勘案し，

新型インフルエンザ等の病原性・感染力等に関する情報や発生状況の変化に応じて，

実施する対策の決定，実施している対策の縮小・中止を柔軟に行う。 

 

第２章 まん延防止対策の概要 

公衆衛生学上，感染成立の三要素は，「宿主」（人の感受性），「病原体」（ウイ

ルスや細菌の特性）及び「感染経路」（ウイルスや細菌が体内に入る方法（飛沫，接

触，経口感染など））であるが，まん延を防止するための現実的方策としては，「感

染経路」に介入すること，すなわち，人と人との接触をできる限り抑制することが重

要である。 

市対策本部は，基本的対処方針，市行動計画及び本ガイドラインに従い，まん延防

止対策を地域の状況に応じ機動的かつ柔軟に進めると同時に，サーベイランスにより

得られる患者数等の情報，積極的疫学調査の結果，対策の実施状況等に基づき，まん

延防止対策の効果を検証し，その結果を踏まえ，対策の在り方を検討する。 

なお，感染が拡大してくると社会は緊張し，様々な事態が生じることが想定される。

したがって，あらかじめ決めておいたとおりには対策を実行できないことが考えられ，

社会の状況を把握し，状況に応じて臨機応変に対処していくことが求められる。事態

によっては，地域の実情等に応じて，国及び県と協議の上，医療現場の実態に即して

柔軟に対策を講じるよう留意する。 

まん延防止対策は，大きく「患者対策」，「濃厚接触者対策」，「個人対策並びに

地域対策及び職場対策」の3つに区分され，市は，これらの対策を講ずることとする。 
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１．患者対策 

 

（１）新型インフルエンザ等の患者に対する感染対策（以下「患者対策」という。） 

の目的は，当該患者からの新たな感染の機会を最小限にすることである。基本的

な患者対策は，感染症法の規定に基づく入院措置，汚染された場所の消毒などに

より行う場合と，季節性インフルエンザ対策と同様な任意の協力を求める基本的

な感染対策として行う場合がある。 

（注）本ガイドラインにおいて「入院措置」とは，感染症法第 13 条又は第 46 条の規定に基づく 

入院勧告・入院措置をいう。 

（２）このため，市は，医療機関での診察，県環境保健研究センター等による検査によ 

り，速やかに患者を特定し，適切な医療を提供する体制を準備するとともに，円

滑に医療機関等に搬送できる体制を整備する。 

 

２．濃厚接触者対策 

 

（１）新型インフルエンザ等の患者と濃厚接触した者（感染症法において規定される 

新型インフルエンザ等に「かかっていると疑うに足りる正当な理由のある者」が 

該当。発生した新型インフルエンザ等の特性に応じ，具体的な対象範囲が決まる 

が，例えば，患者と同居する家族等が想定される。）は，すでに感染している可 

能性があるため，潜伏期間中は，市は，必要に応じ，濃厚接触者に感染対策（以 

下「濃厚接触者対策」という。）を実施する。濃厚接触者対策は，感染症法に基 

づき健康観察，外出自粛の要請等として実施される場合と，季節性インフルエン 

ザ対策と同様な任意の協力を求める基本的な感染対策として実施する場合がある。 

なお，状況に応じ，必要な抗インフルエンザウイルス薬の予防投与等を実施す 

る場合もある。 

 

(２) 市においては，国及び県と協力し，健康観察のための体制整備や，必要な抗イン 

フルエンザウイルス薬の備蓄等を行う。 

 

３．個人対策並びに地域対策及び職場対策 

 

（１）特に患者数が大幅に増加することにより感染症法に基づく患者対策及び濃厚接 

  触者対策を実施することができなくなる段階においては，人と人との接触の機会を 

少なくすることなどにより，多くの未感染者が患者，無症状病原体保有者と接触す 

る機会をできる限り減らす対策が必要となる。 

ア 個人対策 

国が定める基本的対処方針に基づき，個人対策の実施について市民の理解が得
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られるよう，市民に対し，必要な情報提供を行う。 

市は，マスク着用・咳エチケット・手洗い・うがい，人混みを避けること等の

基本的な感染対策を実践するよう促す。 

イ 地域対策 

① 患者，無症状病原体保有者と多くの未感染者が接触する機会をできる限り減ら 

 すことにより，新たな患者の急激な増加をできる限り抑制させる（以下「地域 

対策」という。）。 

    国が定める基本的対処方針に基づき，地域対策の実施について市民の理解が 

得られるよう，市民に対し，必要な情報提供を行う。 

② 市は，ウイルスの病原性等の状況を踏まえ，必要に応じて，県が定める学校・ 

保育施設等における感染対策の実施に資する目安を示すとともに，学校保健安全 

法（昭和33 年法律第56 号）に基づく臨時休業（学級閉鎖・学年閉鎖・休校）の 

適切な実施について，学校の設置者に周知する。 

③ 新型インフルエンザ等緊急事態においては，国の基本的対処方針に従い，県が， 

必要に応じ，不要不急の外出の自粛等の要請や施設の使用制限等の要請等を行う

場合には，市は，関係団体等と連携して，周知徹底を図る。 

ウ 職場対策 

  職場は，状況によっては，長時間特定多数の方が緊密に接する場であり，学校 

などと同様に，感染拡大の場となる可能性がある。そのために，企業等では， 

職場に出勤しなければならない職員を減らす体制をとりながら必要とされる企 

業活動を可能な限り継続する方策をとる。また，不特定多数の顧客が訪問する 

ような施設では，顧客への感染対策への協力の呼びかけなどを行う。（以下「職 

場対策」という。）。 

 

（２）地域対策の実施に当たり，市においては，衛生主管部局や危機管理部局だけで 

  なく，他の様々な部局（教育委員会を含む。）等が協力して対応する必要がある。 

 

（３）職場対策の実施に当たり，企業等においては，労働者（労働組合）や取引先等 

が協力して対応する必要がある。 

 

第３章 各段階におけるまん延防止対策      

 

１．県内発生早期  

県内発生早期においては，患者数が少ない段階で感染拡大を抑制し，その後の患 

者数増加のタイミングを遅らせ，流行のピークの到来を遅延させるため，以下の対 
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策を実施する。 

・ 季節性インフルエンザなどと同様の，公私の団体・個人に協力を求める対策 

・ 感染症法に基づく入院措置等の患者対策や濃厚接触者対策 

新型インフルエンザ等緊急事態においては，状況に応じ，新型インフルエンザ等

緊急事態措置等を講じる。 

 

（１）患者対策 

  患者数が少なく，全ての新型インフルエンザ等の患者の感染経路を疫学調査で把 

 握できる場合には，全ての患者（疑似症患者であって当該感染症にかかっていると

疑うに足りる正当な理由のある者を含む。以下同じ。）について感染症法第19 条

又は第46 条の規定に基づく入院措置を行う。患者は感染症指定医療機関等におい

て，適切な治療を受ける。 

 

（２）濃厚接触者対策 

  ア 市は，患者に対し，感染症法第 15 条に規定する積極的疫学調査を実施するこ

とにより，当該患者の濃厚接触者を特定する。 

イ 市は，濃厚接触者に対し，感染症法第 44 条の３又は第 50 条の２の規定に基

づき，外出自粛の要請等の感染を防止するための協力を要請する。また，新型イ

ンフルエンザの場合，発症を予防するために，必要に応じ，抗インフルエンザウ

イルス薬の予防投与を行う。 

なお，患者が学校などに通っていた場合には，集団感染のおそれがあることか

ら，感染症法に基づく対策以外に，学校保健安全法に基づく学校の臨時休業の実

施についても検討する。 

ウ 市は，感染症法に基づく入院措置等を中止した後，厚生労働省から示された日

数を目安に，必要に応じて，患者及び濃厚接触者に対して自宅待機を求めること

を検討する。 

 

（３）個人対策並びに地域対策及び職場対策 

  ア 市は，通常，季節性インフルエンザ対策として実施されている以下のような個 

人対策並びに地域対策及び職場対策を，より強化して実施する。 

市民，事業者に対し，発生した新型インフルエンザ等の病原体分析の結果，リ 

スク評価，症例分析結果など，市民等が必要性を十分理解した上で，適切な行動

をとり得るよう，適時適切な情報の提供を行う。 

① 市民に対し，マスク着用・咳エチケット・手洗い・うがい，人混みを避ける 

 こと等の基本的な感染対策等を勧奨する。 

② 事業所には，マスク着用・咳エチケット・手洗い・うがい，人混みを作る事 
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 業活動を避ける，時差出勤の実施等の基本的な感染対策等を勧奨する。また， 

 職場における健康管理を徹底し，当該感染症の症状が認められた従業員の受 

 診を勧奨するなど，職場における感染対策の徹底を要請する。 

③ ウイルスの病原性等の状況に応じて，学校保健安全法に基づく臨時休業（学 

級閉鎖・学年閉鎖・休校）の適切な実施について，（例えば欠席率10％程度で 

実施する，期間を１週間程度にする等）学校の設置者に周知する。 

④ 学校，保育施設等に通う患者は一定期間自宅待機（出席停止）とするよう， 

 管理者に要請する。 

⑤ 公共交通機関等に対し，利用者へのマスク着用の励行の呼びかけなど適切な 

 感染対策を講ずるよう要請する。 

  イ 市は，新型インフルエンザ等の病原性が季節性インフルエンザと同程度である 

 ことが判明した場合等，季節性インフルエンザ対策よりも強い対策を実施する必

要性がないことが明らかになった場合には，特別の対策を速やかに停止する。 

ウ 緊急事態宣言がされている場合の措置 

新型インフルエンザ等緊急事態宣言（以下「緊急事態宣言」という。）がされ

ている場合には，上記の対策に加え，必要に応じ，以下の対策を行う。 

① 外出自粛等の要請・施設の使用制限等の要請等に係る周知 

県域が新型インフルエンザ等緊急事態の場合，基本的対処方針に基づき，県 

が，県内での感染拡大をできる限り抑制し，県内の患者の増加を遅らせ，医療提 

供能力を越えないようにすることを目的に，特措法第45 条に基づき，不要不急 

の外出の自粛等の要請，施設の種類に応じた使用制限の要請等を行う場合には， 

市は，関係団体等と連携して，周知徹底を図る。 

② 公共交通機関における対応 

公共交通機関については，市民生活及び地域経済の安定を図る観点から特措 

法第45 条の施設制限対象とはしていないが，適切な運送を図る観点から，市， 

県及び事業者は，当該感染症の症状のある者が乗車しないことや，マスク着用等 

咳エチケットの徹底，時差出勤や自転車等の活用，不要不急の利用の抑制の呼び 

かけなどを行う。 

 

２．県内感染期  

感染拡大を止めることは困難であり，対策の主眼を，早期の積極的な感染拡大防 

止から被害軽減に切り替えることとなるが，患者数の増加に伴い地域における医療

体制の負荷が過大となった場合には，適切な医療を受けられないことによる重症

者・死亡者数が増加する可能性が見込まれるため，県内感染期においてもまん延防

止対策を講じる。 
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（１）患者対策 

  り患した患者については，症状が軽快しても感染力が無くなるまで外出しないよ 

  う呼びかけを継続する。（なお，県内感染期においては，個人対策のうち，感染

症法及び検疫法に基づく隔離，停留，健康観察・健康監視，入院措置，接触者へ

の外出自粛の要請等は，感染症対策及び法的措置としての合理性が失われること

から実施しない。また，予防投与も原則実施しない。） 

 

（２）濃厚接触者対策 

  ア この時期は，増加する患者に対する抗インフルエンザウイルス薬による治療を 

    優先する。市においては，患者の同居者を除く濃厚接触者に対する予防投与は実 

施しない。患者の同居者の感染予防を目的とした抗インフルエンザウイルス薬の

予防投与については，厚生労働省が，それまでに実施された予防投与の効果を評

価した上で，継続するかどうかを決定する。 

イ 市は，厚生労働省から示された日数を目安に，必要に応じて，患者及び患者の 

 同居者に対して自宅待機を求めることを検討する。 

 

（３）個人対策並びに地域対策及び職場対策 

  ア 引き続き，市は，通常，季節性インフルエンザ対策として実施されている対策 

を，より強化して実施する。なお，対策の効果と市民生活及び地域経済への影 

響とのバランスを踏まえ，状況に応じてこれらの対策を緩和することも考えら 

れる。 

イ 県が，患者数の増加に伴い，地域における医療提供体制への負荷が過大となり， 

適切な医療を受けられないことによる重症者・死亡者数が増加する可能性が見込 

まれる特別な状況において，特措法第 45 条に基づく外出自粛等の要請や施設の 

使用制限等の要請等などのピークを抑制するための対策を実施する場合には，市 

は，関係団体等と連携して，周知徹底を図る。 

 

第４章 外出自粛要請・施設の使用制限等の要請等 

 

新型インフルエンザ等が発生した場合，その病原性は様々であり，季節性インフ

ルエンザ程度の病原性の場合も考えられるが，万一市民の生命及び健康に著しく重

大な被害を与えるおそれがある新型インフルエンザ等が国内で発生するなど特措

法に定める要件に該当する場合においては，国は，緊急事態宣言を行い，基本的対

処方針により，外出自粛要請や施設の使用制限等の要請等に関する特措法第 45 条

の運用について定めることとなり，県知事が要請等を実施する。 
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なお，外出自粛等の要請・施設の使用制限等の要請等は，個人の行動を制限する

面や，対策そのものが社会・経済活動に影響を与える面もあることを踏まえ，対策

の効果と影響とを総合的に勘案し，新型インフルエンザ等の病原性・感染力等に関

する情報や発生状況の変化に応じて，実施する対策の決定，実施している対策の縮

小・中止を柔軟に行うこととされている。 


